
V〇AV
(12) 特許協力条約に基づいて公開された国際出願

(10) 国際公開番号
(43) 国際公開 曰

2013 年 6 月 13 日（13.06.2013) W O 2013/085060 A 1
W 画P O P C T

(51) 国際特許分類： (81) 指定国 （表示のな い限 り、全 ての種 類の 国 内保
G11B 21/02 (2006.01) F16C 35/00 (2006.01) 護 が 可 肯 ) : AE, AG, AL, AM, AO, AT, AU, AZ, BA,

BB, BG, BH, BN, BR, BW, BY, BZ, CA, CH, CL, CN,
(21) 国際出願番号： PCT/JP20 12/08 1987 CO, CR, CU, CZ, DE, DK, DM, DO, DZ, EC, EE, EG, ES,

(22) 国際出願 日： 2012 年 12 月 10 日（10. 12.2012) FI, GB, GD, GE, GH, GM, GT, HN, HR, HU, ID, IL, IN,
IS, JP, KE, KG, KM, KN, KP, KR, KZ, LA, LC, LK, LR,

(25) 国際出願の言語： 日本語 LS, LT, LU, LY, MA, MD, ME, MG, MK, MN, MW, MX,
MY, ML, NA, NG, NI, NO, NZ, OM, PA, PE, PG, PH,(26) 国際公開の言語： 日本語
PL, PT, QA, RO, RS, RU, RW, SC, SD, SE, SG, SK, SL,

(30) 優先権デー タ： SM, ST, SV, SY, TH, TJ, TM, TN, TR, TT, TZ, UA, UG,
特願 201 1-270726 201 1 年 12 月 9 曰（09.12.201 1) JP US, UZ, VC, VN, ZA, ZM, ZW.

(71) 出願 人 ：日本 発 條 株 式 会 社 （NHK SPRING CO.. (84) 指定国 （表示のな い限 り、全 ての種 類の広域保
LTD.) [JP/JP]; 〒2360004 神奈川県横浜巿金沢 区福 護 が 可 肯巨）：ARIPO (BW, GH, GM, KE, LR, LS, MW,
浦 3 丁 目 1 0 番地 Kanagawa (JP). ML, NA, RW, SD, SL, SZ, TZ, UG, ZM, ZW), ュ一 ラシ

ァ （AM, AZ, BY, KG, KZ, RU, TJ, TM), ョ一 ロッパ
(72) 発明者：荒木 俊充 (ARAKI, Toshimitsu) ；〒2430303

(AL, AT, BE, BG, CH, CY, CZ, DE, DK, EE, ES, FI, FR,神奈川県愛 甲郡愛川町中津字桜台 4 0 5 6 番地
GB, GR, HR, HU, IE, IS, ΓΓ , LT, LU, LV, MC, MK, MT,日本発條株 式会 社 内 Kanagawa (JP). 田島 典拓
NL, NO, PL, PT, RO, RS, SE, SI, SK, SM, TR), OAPI

(TAJIMA, Norihiro); 〒2360004 神奈 川 県椟 浜巿金
(BF, BJ, CF, CG, CI, CM, GA, GN, GQ, GW, ML, MR,沢 区福浦 3 丁 目 1 0 番地 日本発條株式会社 内 NE, SN, TD, TG).

Kanagawa (JP). 三村 光輝 (MIMURA, Mitsuteru); T
2360004 神奈川 県横 浜巿金沢 区福 浦 3 丁 目 1 0 添付公開書類：
番地 日本発條株式会社 内 Kanagawa (JP). 一 国際調査報告 （条約第 2 1 条 (3))

(74) 代理人：酒井 宏明（SAKAI, Hiroaki); 〒 1006020 東
京都 千代 田区霞が関三丁 目 2 番 5 号 霞が関 ビ
ルデ ィング 酒井国際特許事務所 Tokyo (JP).

(54) Title: TOLERANCE RING, HARD-DISK DEVICE, AND METHOD FOR MANUFACTURING HARD-DISK DEVICE

(54) 発明の名称 ：トレランス リング、ハー ドデ ィスク装置 およびハー ドデ ィスク装置の製造方法

(57) Abstract: Provided are a tolerance ring, a hard-disk
device, and a method for manufacturing the hard-disk
device capable of suppressing rotation o f a carriage i n
relation t o a pivot shaft and improving assembly preci
sion. A tolerance ring (8) formed using a plate-shaped
member and having a ring shape that substantially
circles along a predetermined direction, provided with a
plurality o f convex portions (81a) protruding in the radi
al direction; wherein b y having a notch (81b) cut out in
the direction perpendicular to the peripheral direction
from at least one outer-edge end portion, which i s an
outer-edge end portion i n the direction perpendicular to
the peripheral direction, when the pivot shaft catches on
the convex portions (81a) when inserted inside the toler
ance ring (8), even i f the diameter o f the end o f the tol
erance ring (8) on the pivot- shaft insertion side i s expan
ded, the end on the side opposite the insertion side i s
prevented ：from floating i n response to the expansion,
and rotation of the carriage i n relation t o the pivot shaft
can be inhibited.

(57) 要約 :
[続葉有]



ピボ ッ ト軸 に対す るキ ャ リッジの 回転 を抑制 し、組 立て精度 を向上す る ことが可能 な トレランス リン
グ、 ハ ー ドデ ィスク装置 お よび ハ ー ドデ ィスク装置の製造 方法 を提供 す る こと。板状の部材 を用 いて形
成 され 、所定方 向に沿 って略周 回す る リング状 をな し、径 方 向に突 出す る複 数の 凸部 （8 1 a ) が設 け
られ た トレランス リング （8 ) に おいて、周方 向 と直交す る方 向の外縁側 端部 で あって、少な くとも一
方の外縁側 端部 か ら、周 方 向 と直交す る方 向に切 り欠かれ た切 欠部 （8 1 b ) を有す る ことに よ って、
トレラ ンス リング （8 ) の 内部 に ピボ ッ ト軸 を挿 入 し、 ピボ ッ ト軸 が 凸部 （8 1 a ) に差 し掛 か った
際、 トレラ ンス リング （8 ) の ピボ ッ ト軸挿入側 の端部の径が拡径 した場合 で あ って も、 この拡径 に追
従 して挿入側 と逆側 の端部 が浮 き上が る ことを防止 し、 ピポ ッ ト軸 に対す るキ ヤ リッジの 回転 を抑制 す
ることが可能 となる。



明 細 書

発明の名称 ：

トレランス リング、ハ ー ドディスク装置およびハ ー ドディスク装置の製造

方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、ハー ドデ ィスク装置等に用い られる トレラ ンス リング、ハー ド

デ ィスク装置およびハ 一 ドデ ィスク装置の製造方法に関するものである。

背景技術

[0002] 従来、 コンピュータ等の情報処理 を行 う機器において、ハー ドデ ィスク装

置が使用されている。 このハー ドデ ィスク装置は、近年に到 っては、 コンビ

ュ一 夕の外部記憶装置 と してばか りではな く、テ レビや ビデオ等の家電製品

、 自動車用の電子機器類 に搭載 されるようになつてきている。

[0003] 図 1 5 に示す従来のハー ドデ ィスク装置 2 0 0 は、ケ一シ ング本体 2 0 1

内に駆動機構が収納 されている。駆動機構は、記録 メデ ィアであるハ一 ドデ

イスク 2 0 2 を回転駆動するス ピン ドル 2 0 3 ( このス ピン ドルは不図示の

モータにて回転 される） と、ハー ドデ ィスク 2 0 2 への情報記録および情報

読み出 しを行 う磁気へ ッ ド2 0 4 を支持 し、ハー ドデ ィスク 2 0 2 の面上 を

回動するキヤ リッジ 2 0 5 と、キヤ リッジ 2 0 5 を精密に回動させて磁気へ

ッ ド2 0 4 の走査 を制御するV C M ( V o i c e C o i l M o t o )

2 0 6 と、ケ一シ ング本体 2 0 1 に固定され、ケ一シ ング本体 2 0 1 とキヤ

リッジ 2 0 5 とを連結するピボ ッ 卜軸 2 0 7 と、 を有する。なお、 ピボ ッ 卜

車由2 0 7 は、例えば略柱状 をな し、ベア リングの構成 を有する。

[0004] キャ リッジ 2 0 5 は、 ピボ ッ ト軸 2 0 7 を中心軸 と してハー ドデ ィスク 2

0 2 の面上 を回動する。 この際、キャ リッジ 2 0 5 とピボ ッ ト軸 2 0 7 との

間の固定には、 トレランス リングが用い られている。キャ リッジ 2 0 5 が ピ

ボ ッ 卜軸 2 0 7 に固定されることによって、 V C M 2 0 6 によるキヤ リッジ

2 0 5 の回動にかかる動力がケ一シング本体 2 0 に伝わることを防止する



[0005] トレランスリングは、平板状の部材を所定方向に沿って略周回させたリン

グ状をなす。この トレランスリングをキャリッジ 2 0 5 側の開口に揷入 した

後、 トレランスリングの内部にピボット軸 2 0 7 が圧入される。このような

トレランス リングとして、外周側に突出した凸形状の接触部を有する トレラ

ンスリングが開示されている （例えば、特許文献 1 ~ 4 を参照）。特許文献

~ 4 に示す トレランス リングでは、接触部がキヤリッジ 2 0 5 またはピボ

ッ卜軸 2 0 7 のどちらか一方の側面に圧接 して、キャリッジ 2 0 5 とピボッ

卜車由2 0 7 との間を固定する。

先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献1 ：特開平 5 —2 0 5 4 1 3 号公報

特許文献2 ：特表 2 0 0 3 - 5 2 2 9 2 号公報

特許文献3 ：特開 2 0 0 2 _ 1 3 0 3 1 0 号公報

特許文献4 ：特開 2 0 0 7 - 3 0 5 2 6 8 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0007] 特許文献 1 ~ 4 に示すような従来の トレランス リング、例えば図 1 6 ，

7 に示すような凸部 2 0 8 a (接触部）を有する トレランス リング2 0 8 に

おいて、キヤリッジ 2 0 5 に揷嵌された トレランスリング2 0 8 の内部にピ

ボッ卜軸 2 0 7 を揷入すると、 ピボッ卜車由2 0 7 が凸部 2 0 8 a の形成位置

に差 し掛かつた際、 トレランス リング2 0 8 の径が、 ピボッ卜車由2 0 7 の径

に沿って拡径される。

[0008] このとき、 トレランスリング2 0 8 は、 ピボッ卜車由2 0 7 揷入側の端部の

径が拡径 し、その反動で他方の端部の径が縮径する。このような トレランス

リング2 0 8 の両端における径の変化が生 じると、図 1 6 に示すように、揷

入側と逆側の端部が浮き上がる。この状態 （図 1 7 参照）からさらにピボッ



卜軸 2 0 7 を揷入 して揷入が完 了すると、 図 1 8 に示すように、 キャ リッジ

2 0 5 の軸 N 1 が、 ピボ ッ 卜車由2 0 7 の中心軸 N 2 に対 して回転 して傾斜 し

た状態 とな り、 駆動機構 の組立て精度 に影響 を及ぼす とい う問題 があ つた。

[0009] 本発明は、上記 に鑑みてなされたものであ って、 ピボ ッ 卜軸 に対するキヤ

リッジの回転 を抑制 し、組立て精度 を向上することが可能な トレラ ンス リン

グ、ハ一 ドデ ィスク装置 およびハ一 ドデ ィスク装置の製造方法 を提供 するこ

とを目的 とする。

課題を解決するための手段

[001 0] 上述 した課題 を解決 し、 目的を達成 するため に、本発明にかかる トレラン

ス リングは、板状 の部材 を用いて形成 され、所定方向に沿 って略周回する リ

ング状 をな し、径方向に突出する複数 の凸部 が設 け られた トレラ ンス リング

において、周方向 と直交する方向の外縁側端部 であ って、 少な くとも一方の

外縁側端部 か ら、前記周方向 と直交する方向に切 り欠かれた切欠部 を有 する

ことを特徴 とする。

[001 1] また、本発明にかかる トレランス リングは、上記の発明において、前記切

欠部 は、前記複数 の凸部 の間に設 け られ、前記周方向の長 さが、前記複数 の

凸部 の間の距離以下であることを特徴 とする。

[001 2] また、本発明にかかる トレランス リングは、上記の発明において、前記切

欠部 は、前記周方向 と直交する方向の長 さが、前記周方向 と直交する方向の

外縁側端部 か ら、前記凸部 の前記外縁側端部側 の端部 までの距離以上である

ことを特徴 とする。

[001 3] また、本発明にかかる トレランス リングは、上記の発明において、前記切

欠部 は、前記周方向の辺 を等分する位置 に設 け られ ることを特徴 とする。

[0014] また、本発明にかかる トレランス リングは、上記の発明において、前記外

縁側端部 に、 1 つ または 2 つの前記切欠部 を有 することを特徴 とする。

[001 5] また、本発明にかかる トレランス リングは、上記の発明において、前記切

欠部 は、基端 か ら延び る延在部 と、前記延在部 の前記基端側 と異 なる側 の端

部側 に設 け られ、所定の径 を有 する弧状 をなす先端部 と、 を有 することを特



徴 とする。

[001 6] また、本発明にかかる トレランス リングは、上記の発明において、前記先

端部 の径 は、前記延在部 における周方向の幅以上の値 であることを特徴 とす

る。

[001 7] また、本発明にかかる トレランス リングは、上記の発明において、周方向

における端部 の曲率半径 が、前記周方向における前記端部以外の部分の曲率

半径 よ り小 さい ことを特徴 とする。

[001 8] また、本発明にかかる トレランス リングは、上記の発明において、前記端

部以外の部分か ら前記端部 に向か う方向に従 って連続 的に曲率半径 が小 さ く

なることを特徴 とする。

[001 9] また、本発明にかかる トレランス リングは、上記の発明において、前記複

数 の凸部 は、前記周方向に沿 って配置 され、前記周方向に沿 って配置 され る

前記凸部 の うち、一列 に配置 され る前記凸部 の個数 は、 3 の倍数 であること

を特徴 とする。

[0020] また、本発明にかかるハー ドデ ィスク装置 は、記録 メデ ィアであるハー ド

デ ィスクと、前記ハ 一 ドデ ィスクへの情報記録 および情報読み出 しを行 う磁

気ヘ ッ ド部 と、前記磁 気ヘ ッ ド部 を支持 し、前記ハー ドデ ィスクの面上 を回

動するキャ リッジ と、板状 の部材 を用いて形成 され、所定方向に沿 って略周

回する リング状 をな し、径方向に突出する複数 の凸部 が設 け られ、前記 キヤ

リッジに形成 された中空空間に収容 され る トレランス リングと、前記 トレラ

ンス リングの前記 リング状 の内部 に揷入 され る ピボ ッ ト軸 と、 を備 え、前記

トレランス リングは、周方向 と直交する方向の外縁側端部 であ って、 少な く

とも一方の外縁側端部 か ら、前記周方向 と直交する方向に切 り欠かれた切欠

部 を有 することを特徴 とする。

[0021 ] また、本発明にかかるハー ドデ ィスク装置の製造方法 は、記録 メデ ィアで

あるハ 一 ドデ ィスクへの情報記録 および情報読み出 しを行 う磁 気へ ッ ド部 を

支持 し、前記ハ 一 ドデ ィスクの面上 を回動するキヤ リッジに形成 された中空

空間に、板状 の部材 を用いて形成 され、所定方向に沿 って略周回する リング



状をなし、径方向に突出する複数の凸部が設けられたトレランスリングを収

容する収容ステップと、前記 トレランスリングの前記リング状の内部にピボ

ッ卜軸を揷入する揷入ステップと、を含み、前記 トレランスリングは、周方

向と直交する方向の外縁側端部であって、少なくとも一方の外縁側端部から

、前記周方向と直交する方向に切り欠かれた切欠部を有することを特徴とす

る。

発明の効果
[0022] 本発明によれば、 トレランスリングの周方向および板厚方向と直交する方

向に切り欠かれた切欠部を設けるようにしたので、 トレランスリングの内部

にピボッ卜軸を揷入し、ピボッ卜軸が凸部に差し掛かった際、 トレランスリ

ングのピボッ卜軸揷入側の端部の径が拡径した場合であっても、この拡径に

追従して挿入側と逆側の端部が浮き上がることを防止し、ピボッ卜軸に対す

るキヤリッジの回転を抑制し、組立て精度を向上することが可能となるとい

う父刀果を奏する。

図面の簡単な説明

[0023] [ 図1]図 1は、本発明の実施の形態にかかるハードディスク装置の概略構成を

示す斜視図である。

[図2]図2 は、図 1 に示すハードディスク装置の要部の構成を示す部分断面図

である。

[図3]図3 は、図 1 に示すハードディスク装置の要部の構成を示す斜視図であ

る。

[図4]図4 は、図 1 に示すハードディスク装置の要部の構成を示す斜視図であ

る。

[図5]図 5 は、図 1 に示すハ一 ドディスク装置のトレランスリングの構成を示

す斜視図である。

[図6]図6 は、図 1 に示すハ一 ドディスク装置のトレランスリングの構成を示

す上面図である。

[図7]図 7 は、図 1 に示すハードディスク装置のトレランスリングの構成を模



式的に示す展開図である。

[ 図8 ] 図 8 は、図 1 に示すハ 一 ドデ ィスク装置の トレランス リングの構成 を示

す模式図である。

[ 図 9 ] 図 9 は、本発明の実施の形態の変形例 1 にかかるハ 一 ドデ ィスク装置の

トレラ ンス リングの構成 を模式的に示す展開図である。

[ 図 10 ] 図 1 0 は、本発明の実施の形態の変形例 2 にかかるハー ドデ ィスク装

置の トレラ ンス リングの構成 を模式的に示す展開図である。

[ 図 11] 図 1 1 は、本発明の実施の形態の変形例 3 にかかるハー ドデ ィスク装

置の トレラ ンス リングの構成 を模式的に示す展開図である。

[ 図 12 ] 図 1 2 は、本発明の実施の形態の変形例 4 にかかるハー ドデ ィスク装

置の トレラ ンス リングの構成 を模式的に示す展開図である。

[ 図 13 ] 図 1 3 は、本発明の実施の形態の変形例 5 にかかるハー ドデ ィスク装

置の トレラ ンス リングの構成 を模式的に示す展開図である。

[ 図 14] 図 1 4 は、本発明の実施例 にかかる トレラ ンス リングの切 り欠 き深 さ

と傾斜角度 との関係 を示すグラフである。

[ 図 15 ] 図 1 5 は、従来のハー ドデ ィスク装置の概略構成 を示す斜視図である

[ 図 16 ] 図 1 6 は、従来のハー ドデ ィスク装置の トレラ ンス リングを示す側面

図である。

[ 図 17 ] 図 1 7 は、従来のハー ドデ ィスク装置の要部の構成 を示す模式図であ

る。

[ 図 18 ] 図 1 8 は、従来のハー ドデ ィスク装置の要部の構成 を示す模式図であ

る。

発明を実施するための形態

以下、本発明を実施するための形態 を図面 とともに詳細 に説明する。なお

、以下の実施の形態 によ り本発明が限定されるものではない。 また、以下の

説明において参照する各図は、本発明の内容 を理解で き得 る程度 に形状、大

きさ、 および位置関係 を概略的に示 してあるに過 ぎない。すなわち、本発明



は各図で例示された形状、大きさ、および位置関係のみに限定されるもので

はない。なお、以下の説明では、 トレランスリングの例としてハ 一 ドディス

ク装置を説明する。

[0025] 図 1 は、本発明の実施の形態にかかるハ 一 ドディスク装置の概略構成を示

す斜視図である。図 1 に示すハー ドディスク装置 1 は、ケ一シング本体 2 内

に駆動機構が収納されている。駆動機構は、記録メディアであるハー ドディ

スク3 を回転駆動するスピン ドル 4 と、ハ 一 ドディスク3 への情報記録およ

び情報読み出しを行う磁気へッド部 5 0 を支持 し、ハー ドディスク3 の面上

を回動するキヤリッジ 5 と、キヤリッジ 5 を精密に回動させて磁気へッド部

5 0 の走査を制御するV C M 6 と、ケ一シング本体 2 に固定され、ケ一シン

グ本体 2 とキャリッジ 5 とを連結する柱状のピボッ卜軸 7 と、を有する。な

お、 ピボッ卜車由7 は、例えば略柱状をな し、ベアリングの構成を有する。

[0026] 図 2 は、図 1 に示すハー ドディスク装置 1 の要部の構成を示す部分断面図

である。図 3 ， 4 は、図 1 に示すハー ドディスク装置 1 の要部の構成を示す

斜視図である。キヤリツジ 5 は、ハ 一 ドディスク3 の面上に延び、先端で磁

気へッド部 5 0 を保持するアーム 5 と、 ピボッ卜車由7 と連結 し、断面がピ

ボッ卜軸 7 の断面の径ょり若干大きい径の柱状の中空空間を有する連結部 5

2 と、を有する。磁気ヘッド部 5 0 は、図 2 に示すように、ハー ドディスク

3 の回転による空気流によって、ハ 一 ドディスク3 の面に対 して浮上するサ

スペンション5 0 a と、サスペンション5 0 a の端部であって、アーム 5 1

に連なる側と異なる側の端部に設けられ、情報記録および情報読み出しを行

う磁気ヘッド5 O b と、を有する。なお、ハー ドディスク装置 1 がハー ドデ

イスク3 を複数有する場合、キャリッジ 5 は、ハー ドディスク3 の数に応 じ

て複数の磁気へッド部 5 0 を有する。

[0027] V C M 6 は、アーム 5 1側と異なる端部側に連結されるコイル 6 0 と、コ

ィル 6 0 を挟み込む 2 つの磁石 6 1 とを有する。 V C M 6 は、コイル 6 0 に

流れる電流と磁場とによって発生する力でキヤリッジ 5 を駆動する。これに

より、キャリッジ 5 は、 V C M 6 からの動力によってピボット軸 7 の中心を



中心軸としてハ一 ドディスク3 の面上を回動 し、磁気へッド部 5 0 をハ一 ド

ディスク3 の面上で回動させる。

[0028] この際、キャリッジ 5 とピボット軸 7 との間の固定には、 トレランスリン

グ8 が用いられている。 トレランスリング8 は、まず、キャリッジ 5 の連結

部 5 2 の中空空間に収容される （図 3 ，4 参照、収容ステップ）。その後、

トレランスリング8 の内部にピボッ卜軸 7 が圧入されることによって （図4

参照、揷入ステツプ）、 トレランスリング8 がキヤリッジ 5 とピボッ卜軸 7

との間に組み付けられ、キャリッジ 5 とピボット軸 7 との間を固定する。こ

の際、キヤリツジ 5 は、ベアリングであるピボッ卜軸 7 の長手方向の中心軸

まわりに回動自在に固定される。キャリッジ 5 がピボッ卜軸 7 に固定される

ことによって、 V C M 6 によるキヤリッジ 5 の回動にかかる動力がケ一シン

グ本体 2 に伝わることを防止する。

[0029] 図 5 は、 トレランスリング8 の構成を示す斜視図である。図 6 は、 トレラ

ンスリング8 の構成を示す上面図であって、図 5 に示す トレランスリング8

を上方からみた図である。 トレランスリング8 は、図 5 ， 6 に示すように、

板状のステ ンレスを用いて形成され、周方向が略 リング状をな し、複数の凸

部 8 1 a と、各縁端から周方向 （および板厚方向）と直交する方向にそれぞ

れ切 り欠かれた切欠部 8 1 b と、を有する。凸部 8 1 a は、 トレランス リン

グ8 の外表面において径方向に略矩形形状をな して突出する。また、各凸部

8 1 a は、 トレランスリング8 の周方向に沿って二列に設けられる。 トレラ

ンスリング8 は、キヤリツジ 5 側の開口に揷入された後、 トレランスリング

8 の内部にピボット軸 7 が圧入される。このとき、キャリッジ 5 の連結部 5

の内部壁面に凸部 8 a が圧接 し、キヤリッジ 5 とピボッ卜軸 7 との間を

固定する。なお、 トレランスリング8 の周方向の長さは、連結部 5 2 の開口

の外周の長さと等 しいことが好ましい。また、凸部 8 1 a の突出方向は、径

方向に沿って内周側に突出するものであってもよい。

[0030] 図 7 は、図 1 に示すハー ドディスク装置 1 の トレランスリング8 の構成を

模式的に示す展開図であって、 トレランスリング8 を、周方向に引き延ばし



た図である。図 8 は、図 1 に示すハー ドデ ィスク装置 1 の トレランス リング

8 の構成 を示す模式図である。切欠部 8 1 b は、 トレラ ンス リング 8 の周方

向と直交する方向の縁端部の両端 にそれぞれ二つずつ設けられ、端部か ら周

方向および板厚方向と直交する方向に切 り欠かれてなる。 また、切欠部 8 1

b は、周方向の辺を 3 等分する位置に設けられている。切欠部 8 1 b は、基

端 （周方向および板厚方向と直交する方向の端部）か ら延びる延在部 8 1

と、延在部 8 1 1 の基端側 と異なる側の端部側 に設けられ、所定の径 （曲率

半径）を有する弧状 をなす先端部 8 1 2 と、 を有する。

[0031 ] 切欠部 8 b は、図 8 に示すように、周方向の距離 d が、凸部 8 a 間

の距離 d 2 以下であ り、 d 1 = d 2 または d 1 < d 2 の関係 を満たすことが

好ま しい。 また、 トレラ ンス リング 8 の周方向 （および板厚方向） と直交す

る方向の端部か ら切欠部 8 1 b の先端 までの距離 d 3 は、 トレラ ンス リング

8 の周方向および板厚方向と直交する方向の縁端部 S (外縁側端部）か ら、

凸部 8 a の縁端部 S 側の端部 までの距離 d 4 以上である。

[0032] 上述 した距離 d 1 ~ d 4 の関係 を満たすことによって、 トレランス リング

8 の内部 にピボ ッ 卜軸 7 を揷入 し、 ピボ ッ 卜軸 7 が凸部 8 1 a に差 し掛かつ

た際、 トレラ ンス リング 8 の ピボ ッ 卜軸 7 揷入側の端部の径が拡径 した場合

であっても、 この拡径 に追従 して揷入側 と逆側の端部が浮 き上がることを防

止できる。 これにより、キャ リッジ 5 が ピボ ッ ト軸 7 の中心軸 に対 して回転

して傾斜 した状態で配置されることを防止 して、正確 に駆動機構 を組立てる

ことが可能 となる。

[0033] また、先端部 8 1 2 は、所定の径 を有する弧状 をな している。 この径 （曲

率の直径）は、延在部 8 における周方向の幅 （距離 d ) と同等である

。 トレランス リング 8 は、切欠部 8 b の先端部 8 2 が R形状 をなすこと

によって、 トレラ ンス リング 8 の内部 にピボ ッ ト軸 7 を揷入 し、 ピボ ッ ト軸

7 が凸部 8 1 a に差 し掛かった際、端部の拡径 を一段 と柔軟 に行 うことがで

きる。 これにより、 ピボ ッ ト軸 7 の圧入による端部への応力集中によって 卜

レランス リング 8 が破壊 されることを防止することができる。 また、切 り欠



きの長さ （距離 d 3 ) が長い場合や、数が多い場合、組立てや洗浄時などに

破壊されやすくなるため、効果が得 られる範囲内において、切欠部は、長さ

が短 く、少ない数であることが好ましい。

[0034] また、 トレランス リング8 は、図 6 に示す側面図のように、周方向におけ

る端部 8 2 ， 8 3 の曲率半径と、周方向における端部 8 2 ， 8 3 以外の部分

の曲率半径との値が異なる。具体的には、周方向における端部 8 2 ， 8 3 の

曲率半径が、キャリッジ 5 の連結部 5 2 の曲率半径と等 しい。また、周方向

における端部 8 2 ， 8 3 以外の部分の曲率半径は、キヤリツジ 5 の連結部 5

2 の曲率半径より大きい。図 6 において、破線 P 。は、周方向における端部 8

2 ， 8 3 以外の部分の曲率半径の円形状を示す。これにより、 トレランス リ

ング8 は、キヤリッジ 5 の連結部 5 に揷入する際に、開口する端部 8 2 ，

8 3 が閉 じた場合、周方向に沿った形状が、連結部 5 2 の曲率半径と略等 し

い曲率半径の円形をなすことができる。ここで、 トレランスリング8 は、端

部 8 2 ， 8 3 以外の部分から端部 8 2 ， 8 3 に向かう方向に従って連続的に

曲率半径が小さくなるように湾曲されている。

[0035] 図 7 にも示すように、本実施の形態では、凸部 8 1 a が、一列に 1 5 個配

置されるものとして説明する。 トレランスリング8 の凸部 8 1 a は、主面の

長手方向に沿って二列に配列されている。ここで、凸部 8 1 a は、隣接する

凸部 8 1 a 間の各距離が、等距離であることが好ましい。一列に配置される

凸部 8 a の数は、 3 の倍数となる個数配置される。凸部 8 a を3 の倍数

個配置することで、当接側面に対 して 1 2 0 ° 対称で接触 して、連結部 5 2

の側面に加わる荷重を略均一にし、ベアリングの動作効率を高精度に維持す

ることができる。

[0036] トレランス リング8 は、作製方法の一例として以下の方法が挙げられる。

この作製方法では、帯状に延びる母材に対 して順次上記工程を施す順送プレ

スを用いる。まず、平板状に延びる母材に対 してプレスにより外形取り処理

を行って、 トレランス リング8 の外形 （外縁）が形取られ、 トレランス リン

グ8 の外形をなす基材を成形する。なお、このとき、基材が母材から離脱す



ることを防止するため、ランナーによって基材と母材との連結状態が維持さ

れている。次に、成形された基材に対 して、凸部 8 a および切欠部 8 b

の成形処理を行う。凸部 8 a および切欠部 8 b は、プレスによって上述

した位置にそれぞれ成形される。

[0037] 続いて、凸部 8 a および切欠部 8 b が成形された基材に対 して湾曲処

理を行う。この湾曲工程では、両端側から基材の主面の長手方向に沿って凸

部 8 1 a が外表面側となるように段階的に基材を湾曲させて、周方向におけ

る端部 8 2 ， 8 3 の曲率半径を、周方向における端部 8 2 ， 8 3 以外の部分

の曲率半径より小さく成形する。このとき、基材は、端部 8 2 ， 8 3 以外の

部分から端部 8 2 ， 8 3 に向かう方向に従って連続的 （多段階的）に曲率半

径が小さくなるように湾曲されていることが好ましい。

[0038] 湾曲工程が終了後、得 られた基材に対 して トリミング処理を行う。 トリミ

ング処理では、ランナーから基材を切 り落とすことによって、 トレランスリ

ング8 を得ることができる。なお、 トリミング処理後、得 られた トレランス

リング8 に対 して、最大使用応力以上の応力を負荷する処理 （セツチング処

理）を行ってもよい。

[0039] 上述 した本実施の形態によれば、 トレランス リング8 の周方向 （および板

厚方向）と直交する方向に切 り欠かれた切欠部 8 1 b を設けるようにしたの

で、 トレランス リング8 の内部にピボッ卜軸 7 を揷入 し、 ピボッ卜軸 7 が凸

部 8 1 a に差 し掛かつた際、 トレランス リング8 のピボッ卜車由7 揷入側の端

部の径が拡径 した場合であっても、この拡径に追従 して揷入側と逆側の端部

が浮き上がることを防止 し、 ピボッ卜軸 7 に対するキヤリッジの回転を抑制

することが可能となる。これにより、ハー ドディスク装置 1 における駆動機

構を正確に組立てることが可能となる。

[0040] また、上述 した本実施の形態によれば、周方向における端部 8 2 ， 8 3 の

曲率半径がキャリッジ 5 の連結部 5 の曲率半径と等 しく、周方向における

端部 8 2 ， 8 3 以外の部分の曲率半径がキヤリッジ 5 の連結部 5 2 の曲率半

径より大きいため、キャリッジ 5 の連結部 5 2 に揷入された際に、 トレラン



ス リング 8 が連結部 5 内部 に保持されるとともに、 トレランス リング 8 の

周方向の形状 を連結部 5 2 の壁面に沿 った円形 とすることができる。 このた

め、 トレランス リング 8 をキャ リッジ 5 の連結部 5 に揷入する際、連結部

5 2 の壁面を損傷することな く揷入できる。 したがって、 トレランス リング

揷入によるコンタミの発生を抑制できる。

[0041 ] また、従来の トレラ ンス リングは、周方向に沿 つた形状が、キヤ リツジ側

の開口とほぼ等 しい略円形 に弾性変形可能であるが、実際には、組み付け時

の作業上、 トレランス リングがキヤ リッジ内に保持されている必要があるた

め、 トレランス リングの曲率半径はキヤ リッジの開口の曲率半径 よりも大 き

く設計される。 また、製造上、 トレランス リングの端部側が開き、 トレラン

ス リングの端部の曲率半径がキャ リッジの開口の曲率半径 より大 きくなつて

いる場合がある。 これにより、キャ リッジの開口に揷入する際、弾性変形 し

た トレランス リングの周回方向に沿 った形状が楕円形状 をなす。 このため、

ピボ ッ 卜軸等を トレランス リング内部 に圧入する場合、 ピボ ッ 卜軸の側面が

、 トレラ ンス リングの楕円形状の短径側の外縁 と接触 し、 トレラ ンス リング

の外縁および/ または ピボ ッ 卜軸の側面が損傷 して、 コンタミの発生原因と

なるおそれがあった。

[0042] これに対 し、本実施の形態にかかる トレラ ンス リング 8 は、周方向に沿 つ

た形状が連結部 5 2 の壁面に沿 った円形 をなすため、連結部 5 2 に挿入する

際に、連結部 5 2 の壁面を損傷することな く挿入できる。 また、 ピボ ッ ト軸

7 を圧入する際、 トレラ ンス リング 8 の内周面および/ または ピボ ッ 卜軸 7

の側面を損傷することな く、 ピボ ッ ト軸 7 を圧入することができる。 したが

つて、 トレランス リング 8 によるコンタミの発生を抑制できる。

[0043] 上述 したように、本実施の形態にかかる トレランス リング 8 は、 ピボ ッ ト

軸 7 を トレランス リング 8 内部 に容易に圧入することができるとともに、凸

部 8 a の連結部 5 2 の壁面に対する圧接 によってキャ リッジ 5 とピボ ッ 卜

軸 7 との間を確実に固定することができる。

[0044] なお、上述 した トレラ ンス リング 8 の凸部 8 1 a の形状は、外表面か ら略



矩形状に突出したものとして説明 したが、上記の個数を満た し、部材間を固

定できる形状であれば、突出方向の外縁形状が略円形をなすものであっても

よいし、外表面からの突出領域の外縁形状が略円形をなすものであつてもよ

し、。また、凸部 8 1 a は、 トレランスリング8 の周方向に沿って二列に設け

られるものとして説明 したが、これに特定されるものではなく、一列もしく

は複数列設けられるものであってもよい。

[0045] また、上述 した トレランスリング8 は、端部以外の部分から端部 8 2 ， 8

3 に向かう方向に従って連続的 （多段階的）に曲率半径が小さくなるように

湾曲されているものとして説明 したが、端部の曲率半径と端部以外の部分の

曲率半径とが 2 段階で湾曲されているものであってもよい。

[0046] 図 9 は、本実施の形態の変形例 1 にかかるハ一 ドディスク装置の トレラン

スリングの構成を模式的に示す展開図であって、 トレランスリングを、周方

向に引き延ばした図である。上述 した実施の形態では、先端部 8 1 2 の R形

状の径が、切欠部 8 b における周方向の幅 （距離 d 1 ) と同等であるもの

として説明 したが、図 9 に示すように、周方向の幅 （距離 d 1対応）より大

きい径である先端部 8 3 を有する切欠部 8 c であってもよい。

[0047] 図 1 0 は、本実施の形態の変形例 2 にかかるハ一 ドディスク装置の トレラ

ンス リングの構成を模式的に示す展開図であって、 トレランス リングを、周

方向に引き延ばした図である。上述 した実施の形態では、延在部 8 1 1 が、

同一の幅で延びるものとして説明 したが、図 1 0 に示すように、縁端部から

縮径 して延びる縮径部 8 4 a を有する延在部 8 4 と、延在部 8 4 の基

端側と異なる側の端部側に設けられ、所定の径 （曲率半径）を有する弧状を

なす先端部 8 5 とを有する切欠部 8 d であってもよい。縮径部 8 4 a

の縁端部側の幅は、隣接する凸部 8 1 a 間の距離より大きい。なお、延在部

8 1 4 は、異なる複数の幅を有する段付き形状をなすものであってもよいし

、連続的に縮径する形状をなすものであってもよい。また、縮径部 8 4 a

の縁端部側の幅は、先端部 8 1 5 に向けて縮径する形状をな していれば、凸

部 8 1 a 間の距離より小さくてもよい。



[0048] 図 1 1 は、本実施の形態の変形例 3 にかかるハー ドデ ィスク装置の トレラ

ンス リングの構成 を模式的に示す展開図であって、 トレラ ンス リングを、周

方向に引き延ば した図である。上述 した実施の形態では、両端 における延在

部 8 1 1 が、同一の長さで延びるものと して説明 したが、図 1 1 に示すよう

に、一方の縁端部側 に設けられる切欠 き部 8 1 b と比 して、延在部の長さの

異なる切欠部 8 e を他方の縁端部側 に設けるものであってもよい。切欠部

8 1 e は、縁端部か ら延在部 8 と比 して長 く延びる延在部 8 1 6 と、延

在部 8 6 の縁端部側 と異なる側の端部側 に設けられ、所定の径 （曲率半径

) を有する弧状 をなす先端部 8 7 とを有する。 また、先端部 8 7 の R形

状の径は、延在部 8 6 の先端部 8 7 に連なる側の幅 と同等であってもよ

い し、周方向の幅より大 きい径であってもよい。

[0049] 図 1 2 は、本実施の形態の変形例 4 にかかるハ 一 ドデ ィスク装置の トレラ

ンス リングの構成 を模式的に示す展開図であって、 トレランス リングを、周

方向に引き延ば した図である。上述 した実施の形態では、切欠部 8 1 b が、

切欠部 8 b における周方向と直交する方向の両縁端部 に設けられるものと

して説明 したが、図 1 2 に示すように、一方の縁端部側 に設けられるもので

あってもよい。なお、 この場合、切欠部 8 1 b が設けられる縁端部が、 トレ

ランス リング 8 の ピボ ッ 卜軸 7 揷入側 と異なる側の端部であることが好ま し

い。

[0050] また、変形例 4 にかかる トレランス リングのように、一端側 に切欠部 を設

ける場合において、 トレランス リング 8 の ピボ ッ 卜軸 7 揷入側 と異なる側の

縁端部 に切欠部 を設けることによって、キヤ リッジ 5 の回転抑制効果を一段

と大 きく得 ることができる。具体的には、幅方向 （周方向と直交する方向）

に 1 . O m mの長さ （距離 d 3 に対応）の切欠部 を形成する場合、両端 にお

いて各 0 . 5 m mの切欠部 を形成する場合 と比 して、一端 （ピボ ッ ト軸 7 揷

入側 と異なる側の端部）に 1 . O m mの切欠部 を形成する場合の方が、キヤ

リッジ 5 の回転抑制効果を一段 と大 きく得 ることができる。

[0051 ] 図 1 3 は、本実施の形態の変形例 5 にかかるハー ドデ ィスク装置の トレラ



ンス リングの構成を模式的に示す展開図であって、 トレランス リングを、周

方向に引き延ばした図である。なお、変形例 5 では、凸部 8 1 a が 1 2 個で

あるものとして説明する。上述 した実施の形態では、切欠部 8 1 b が、周方

向の辺を3 等分する位置に設けられているものとして説明 したが、図 1 3 に

示すように、周方向の辺を2 等分する位置に設けられるものであってもよい

。また、切欠部は、周方向の辺を4 等分以上に等分する位置に複数 （3 以上

) 設けられるものであっても適用可能である。切欠部は、少なくとも周方向

の辺を等分する位置に 1以上設けられることが好ましい。

実施例

[0052] ここで、図 1 4 を参照 して本発明の実施例を説明する。なお、本発明は、

以下の実施例に限定されるものではない。図 1 4 は、本実施例にかかる トレ

ランスリングの切 り欠き深さと傾斜角度との関係を示すグラフである。なお

、本実施例では、切欠部の深さ （距離 d 3 に対応）を 「切 り欠き深さ」とす

る。図 1 4 に示すグラフは、切欠部の切 り欠き深さと、 ピボット軸の中心軸

に対するキャリッジの軸 （連結部 5 2 の中空空間の中心軸）の傾斜角度との

関係を示 している。なお、傾斜角度は、 トレランスリングへのピボッ卜軸揷

入後におけるキヤリッジの軸の傾きにより求められる。

[0053] 本実施例では、縦 4 . O m m、横 2 5 . 2 m m、板厚 0 . 1 m mの板状の

ステ ンレスであ って、横方向 （長手方向）を周方向とする略 リング状をなす

トレランス リングを用いた。また、本実施例にかかる トレランス リングは、

図 5 等に示す凸部 （凸部 8 a ) と切欠部 （切欠部 8 b ) とを有する。な

お、図 1 4 のグラフ中、破線で示す領域 Rは、凸部 8 a の形成領域を示 し

ている。

[0054] ここで、本実施例にかかる トレランスリングの切欠部は、周方向および板

厚方向と直交する方向の距離 （切欠き幅、図 8 の距離 d 1参照）が、 0 . 1

m m、 0 . 3 m m、 0 . 5 m mであるものをそれぞれ用いて傾斜角度を求め

た。

[0055] 図 1 4 に示すグラフのように、切 り欠き深さが 0 . 5 m m以上の場合に （



凸部の形成領域 に近づ くに従 って）、傾斜角度 は小さ くな つている。 また、

切欠 き幅が 0 . 1 m m、 0 . 3 m m、 0 . 5 m m と長 くなるに従 って、傾斜

角度 は小さ くな つている。 これによ り、切欠部の形成 によって、 ピボ ッ ト軸

の中心軸 に対する トレランス リングの軸の傾斜 （回転）を抑制することがで

きるとともに、切 り欠 き深 さおよび切欠 き幅が大 きいほど、 その効果 をよ り

大 きく得 ることがで きる。

産業上の利用可能性

以上のように、本発明にかかる トレランス リング、ハー ドデ ィスク装置お

よびハー ドデ ィスク装置の製造方法は、 ピボ ッ 卜軸 を圧入 した際の ピボ ッ 卜

軸 に対するキヤ リッジの回転 を抑制 し、組立て精度 を向上することに有用で

ある。

符号の説明

1 2 0 0 ハ 一 ドデ ィスク装

2 2 0 ケ一シ ン グ本体

3 2 0 2 ハ 一 ドデ ィス ク

4 2 0 3 ス ピン ドル

5 2 0 5 キヤ リツジ

6 2 0 6 V C M

7 2 0 7 ピボ ッ 卜軸

8 2 0 8 トレランス リング

5 0 磁 気へ ッ ド部

5 0 a サ スペ ンシ ョン

5 0 b ， 2 0 4 磁 気へ ッ ド

5 1 ァー 厶

5 2 連結部

6 0 コィル

6 1 磁石

8 1 a , 2 0 8 a 凸部



b ， 8 1 c ， 8 d , 8 e 切欠部

, 8 3 端部

1 ， 8 1 4 ， 8 1 6 延在部

2 ， 8 1 3 ， 8 5 , 8 1 7 先端部



請求の範囲

板状の部材 を用いて形成 され、所定方向に沿 って略周回する リング

状 をな し、径方向に突出する複数の凸部が設 け られた トレランス リン

グにおいて、

周方向 と直交する方向の外縁側端部であ って、少な くとも一方の外

縁側端部か ら、前記周方向 と直交する方向に切 り欠かれた切欠部 を有

することを特徴 とする トレラ ンス リング。

前記切欠部 は、前記複数の凸部の間に設 け られ、

前記周方向の長 さが、前記複数の凸部の間の距離以下であることを

特徴 とする請求項 1 に記載の トレラ ンス リング。

前記切欠部 は、前記周方向 と直交する方向の長 さが、前記周方向 と

直交する方向の外縁側端部か ら、前記凸部の前記外縁側端部側の端部

までの距離以上であることを特徴 とする請求項 2 に記載の トレラ ンス

リング。

前記切欠部 は、前記周方向の辺 を等分する位置 に設 け られることを

特徴 とする請求項 1 ~ 3 のいずれか一つに記載の トレランス リング。

前記外縁側端部 に、 1 つ または 2 つの前記切欠部 を有することを特

徴 とする請求項 1 ~ 4 のいずれか一つに記載の トレランス リング。

前記切欠部 は、

基端か ら延びる延在部 と、

前記延在部の前記基端側 と異なる側の端部側 に設 け られ、所定の径

を有する弧状 をなす先端部 と、

を有することを特徴 とする請求項 1 ~ 5 のいずれか一つに記載の 卜

レラ ンス リン グ。

前記先端部の径 は、前記延在部 における周方向の幅以上の値である

ことを特徴 とする請求項 6 に記載の トレランス リング。

周方向における端部の曲率半径が、前記周方向における前記端部以

外の部分の曲率半径 よ り小さいことを特徴 とする請求項 1 ~ 7 のいず



れか一つに記載の トレランス リング。

[ 請求項 9] 前記端部以外の部分か ら前記端部 に向か う方向に従 って連続的に曲

率半径が小さ くなることを特徴 とする請求項 8 に記載の トレラ ンス リ

ング。

[ 請求項 10 ] 前記複数の凸部 は、前記周方向に沿 って配置 され、

前記周方向に沿 って配置 される前記凸部の うち、一列に配置 される

前記凸部の個数 は、 3 の倍数であることを特徴 とする請求項 1 ~ 9 の

いずれか一つに記載の トレランス リング。

[ 請求項 1 1 ] 記録 メデ ィァであるハ 一 ドデ ィスクと、

前記ハ 一 ドデ ィスクへの情報記録 および情報読み出 しを行 う磁気へ

ッ ド部 と、

前記磁気へ ッ ド部 を支持 し、前記ハー ドデ ィスクの面上 を回動する

キヤ リッジと、

板状の部材 を用いて形成 され、所定方向に沿 って略周回する リング

状 をな し、径方向に突出する複数の凸部が設 け られ、前記キャ リッジ

に形成 された中空空間に収容 される トレラ ンス リングと、

前記 トレランス リングの前記 リング状の内部 に揷入される ピボ ッ 卜

軸 と、

を備 え、

前記 トレランス リングは、周方向 と直交する方向の外縁側端部であ

つて、少な くとも一方の外縁側端部か ら、前記周方向 と直交する方向

に切 り欠かれた切欠部 を有することを特徴 とするハ 一 ドデ ィスク装置

[ 請求項 12 ] 記録 メデ ィァであるハ 一 ドデ ィスクへの情報記録 および情報読み出

しを行 う磁気へ ッ ド部 を支持 し、前記ハー ドデ ィスクの面上 を回動す

るキヤ リッジに形成 された中空空間に、板状の部材 を用いて形成 され

、所定方向に沿 って略周回する リング状 をな し、径方向に突出する複

数の凸部が設 け られた トレランス リングを収容する収容ステ ップと、



前記 トレランス リングの前記 リング状の内部 に ピボ ッ 卜軸 を揷入す

る揷入ステ ツプと、

を含み、

前記 トレランス リングは、周方向 と直交する方向の外縁側端部であ

つて、少な くとも一方の外縁側端部か ら、前記周方向 と直交する方向

に切 り欠かれた切欠部 を有することを特徴 とするハ 一 ドデ ィスク装置

の製造方法。
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